
ForalongtimeIhavebeeninterestedininternationaltrade
problems,soIwanttopresentsomecommentsoninterna-
tional trade subjects, both theoretical and practical.
Especially,Iwouldliketoshowabridgebetweentheoryand
empiricalstudies.
Iselectedthefollowingsubjects:(1)Toemphasizenational
interestingainsfromforeigntrade;(2)theimportanceofthe
foreignexchangerate;(3)internationalcomparisonofproduc-
tioncostsintheautoandsteelindustries;(4)anappraisalof
thecatching-uptheory;(5)theimportanceofanindustrialap-
proachtointernationaltrade;(6)theproblemofhowtode-
velopadynamictheoryexplaininganevolutionarychangein
competitiveness;(7)evaluationofthe・new・international
tradetheory;(8)severetradeconflicts;(9)implicationsofa
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currentbalancesurplusforanationaleconomicequilibrium;
(10)theneedforaninternationalpoliticaleconomy;(11)the
necessityofapolicy-orientedapproach;and(12)theimpor-
tanceofforeigndirectinvestment(FDI)anditsimplications
forinternationaltrade.
Atpresent,Japanconfrontstwoforeigntradeissues:First,
howtorebuilditsindustrialcompetitiveness;second,Japan
needstoreinforceinternationalrelationswithotherAsian
countries.Bydealingwiththeseissues,Japancouldcreateits
ownmodelthroughitsowninitiative.

１．体験的な産業・貿易論

○1963年秋

・ピッツバーグにて 「あなたはアメリカの何を研究にきたのか」

「アメリカの進んだ産業事情を知りたくて……」「それは必要ないですよ。

ご覧なさい、あれを。貴国のほうがよほど立派な臨海製鉄所や石油精製プ

ラントをつくっているのですよ」。「あれ」とは、メロンバンクの屋上から

遠くにみえる製鉄所で、そこに鉄鉱石があるため経営してきたものだが、

小規模で競争力は失っていた。このときから、見識ある人は日本に注目し

ていたのだ。

・サンフランシスコにて 「日本のトヨタもニッサンも、いい加減自

動車の輸出は止めたほうがよいですね。日本車が高速道路で故障しても、

立往生するばかりで、どこへ連絡してよいかわからない。この地でフォル

クスワーゲン社は28軒のディーラー、サービス・センターをもっている。

彼らはとんできます。クルマを輸出するということはそういうことなので

すよ」。「でも、日本は本当にすごいことをやるね。われわれが西海岸で鉄

鉱石や石炭を船積みし、日本の製鉄所に入れると、そこで製品にしてまた

このアメリカで売れるのだから」（以上、現地駐在商社マンの言）。

・二輪車販売現地法人にて 「クルマの輸出は当初、商社にまかせて

きました。しかし、本田宗一郎社長は製品というものはメーカーの心がこ
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もっている、間接輸出では、この心が顧客にとどかないといいます。だか

ら３年前に思い切って直接進出しました。現在は黒字です。」「……？」

「吹田さんは信じていないようだから、あとで銀行に電話しておきます。

銀行でわが社の決算書をみてください」。 そのとおり、３年目で黒字

であった。たとえ、二輪と四輪の違いとはいえ、同じ日本人がやることで、

一方はうまくいかず青息吐息、他方は意気盛んというのはおかしいのでは

ないか。

以上の経験は、国際貿易論を勉強する最大のきっかけとなったものであ

る。その後、日本の比較優位はまもなく確立されようとの展望をえて、19

70年代初頭の円の最初の切り上げでも楽観論を述べ、「国賊」呼ばわりさ

れたものである。

○1981年春 東京にて

「日本にくる直前にIBM社から電話があり、至急にきてほしいとのこ

とだった。駈けつけるとケアリー会長以下、首脳陣が座っており、『あな

た方が日本の自動車産業を研究にいかれることを聞きました。そこで、お

願いがあるのですが、われわれコンピュータ産業が デトロイトの二の舞

にならないようにするためにはどうすればよいか、という視点からも 日

本のことを調べてほしいのです。』といわれた」。これは、思わぬ発言であっ

た。発言した人は、来日中のハーバード大学経営大学院の２人 Ｗ・ア

バナシー教授とＫ・クラーク助教授である。来日の目的は、米国政府の依

頼により、競争力が地におちたデトロイトの再建策を練るため、日本の自

動車産業を解剖することにあった。最初にいきなり広島にはいり、最後は

関東の自動車工場の視察、その間に経営者、労組代表にヒアリングし、夜

のQCサークルまで出席した。その最後のお別れの夜だったから、気がゆ

るんだのだろうか。

あくまで偶然であるが、６ヵ月あとのこと、日本の電機会社の社員２人

が同社のソフトウエアを盗んだとの疑いで米連邦捜査局（FBI）に検挙さ

れた。ギクリとしたものである。これを契機にアメリカは知的所有権の保

護にのりだす。また、国際的なサービス貿易が重要なテーマになって登場
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する。

これらのエピソードは、筆者がいままで体験したなかで忘れられないも

のである。もちろん、国際貿易は産業競争だけで成り立っているのではな

い。しかし、これらの挿話から、今日の国際貿易のいくつかの重要テーマ

を発掘することができる。そこで以下は、このような問題意識にたって、

あらためて国際貿易論のフレームワークに対するいくつかの疑問を提示し

て、識者の批判を請いたい。

２．国際貿易論の視点と課題

１．貿易利益と国家利益（国益）

（１） 国際貿易論では、最初に「貿易利益」が説かれるが、これにまず

違和感がある。「貿易利益」は一般的には、比較優位製品を輸出し、比較

劣位製品を輸入することにより 、その交換をつうじて両国の生産も生産

性を高めることができると理論的に説明される。これは基本事項としては

そのとおりだが、それでは、具体的に一国で一体どれだけの貿易利益があ

るのか、あったのかを、実際に示すことができるのだろうか。この素朴な

疑問には、どのような回答があるのか。

これが意外に難問なのである。それはなによりも、貿易利益実現の過程

がきわめて動態的なものであり、それを比較することが不可能なことにあ

るためである。具体的にいうと、生産の特化によりある産業が興隆し、他

の産業は衰退した結果、各種の生産要素の移動や置換えや新規投資がおこ

なわれる。技術体系も変わってしまうし、この転換により販売・輸送の方

法や経営のあり方も変わってしまう。そして、いうまでもないことだが、こ

こで外部経済効果も当然おこる。この外部効果をふくめて、転換の範囲・規

模が大きいほど構造変化そのものとなる。その変化後の様相と変化前の様

相を総体としてとらえることは、どのようにして可能となるのであろうか。
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これは記述的に解明することでいくらかは接近しえても、量的に明らか

にすることは不可能なことである。個別企業の特定商品については、貿易

開始によって、どれだけの利益を得たかは計測できるかもしれないが、一

国全体では明示的には摘出できないとするのが正しい。しかし、この個別

事例においても、企業内部に与えた影響 たとえば外国を知ることによっ

て経営方策が改革されたとか、外国語を習得できてそれがその他の外国進

出に役だったとか 、企業外部に与えた影響 納入品の品質が改善さ

れたとか、新しい機械設備の開発を要請することになったとか 、といっ

た内外への効果はあるのであり、これらを計測することは不可能なのであ

る。

なぜこのような単純な疑問を提起しているかというと、貿易利益一つとっ

ても、その実際の実現の様相はまさに複雑な社会変化そのものであり、わ

れわれは国際貿易において、抽象的・理論的整理と複雑な社会変動との相

互の関係につねに目配りをしていく必要があるからである。

（２） 貿易利益こそ、国際経済を成り立たせる最大の効能であることは

間違いない。そこで国際貿易論ではこの説明が最初にくるのだが、それで

は、国民は、国家はなぜ、貿易を選択するのか。とくに近代国家に関して

は、この問題は貿易論展開において「所与」の条件扱いでよいのだろうか。

Ｇ・ハーバーラーは、その著『国際貿易論』の第14章「貿易政策の科学

的取り扱い」のなかで、ウエーバーの科学の価値自由にのっとり、「国民

経済学は与えられた目的を達成し、または促進するための手段を提供する

ことはできるけれども、自ら経済の目的および経済政策の任務を決定する

ことはできない」としているが、その与えられたもの、前提とせねばなら

ぬものとして、「国民所得すなわち社会的生産物の最大化が希望される場

合に、われわれはそれを経済的な目的定立であるという。また国民所得と

いう代りに、『国富』、『経済的福祉』などともいう。かくて人はある方策

が国民所得の増加を招来する場合に、その方策を国民経済的に望ましきも

のと言うのである」といっている（1）。
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この慎重な表現に示唆を得て、国富の増大を目的関数に置くことは許さ

れるのではないだろうか（2）。そして貿易利益は、この意味での国家利益追

求の手段として位置づけられるのが正しい。そうでないと、国民国家の発

展における外国貿易の役割の重要性、すなわち貿易を通じた対外発展と国

家の興隆、そして衰退の歴史を説明することができない。興隆と衰退の歴

史は、貿易の世界のなかでの相対的な上昇・低下によって顕著に示されて

いるのである。

またＡ・マーシャルは、外国貿易を重視する理由についてつぎのように

述べている。

①一国の経済的繁栄の基礎である。

②国民の理想が実現している。これは物質的欲望の充足以上の、高いあ

るものを求めることに関係している。

③外界との社会的接触、社会的交渉によって、国民生活は鍛えあげられ

るところが多い。国民として保持すべき矜持の念は、産業上の優越と

重大な関係がある。

④貿易により生ずる各国相互間の諒解親善によって、国際間の礼譲平和

を発達させる。

⑤貿易は、一国の有する全資産のなかに深く潜在するものが外に現われ

るものである。これは産業活動として営まれるから、産業は国民生活

の一部をなし、かつその国の国情を最も良く体現するものである（3）。

世界にさきがけて「七つの海」に飛躍したイギリスの隆盛に基づいた評

価であるといえるが、これらの指摘に基本的に異論はないであろう。ただ

し、④のように楽観的評価ばかりが成立するとは限らない。貿易が戦争の

主因ではないが、大きな要因となったこともあるし、貿易の背後にある植

民地支配が大きな禍根を残してもいる。

それでも、日本にとって貿易あるいは通商交易は、歴史のなかできわめ

て重大な意味をもったことを忘れてはならない。それは江戸時代のいわゆ

る「鎖国」政策である。「鎖国」については賛否両論があるが、「開鎖のこ

と」が武力誇示によってなされたことは、その後の近代日本にとって大き
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なトラウマとなったことは事実である。もし、江戸時代中期の頃から国を

開く政策に転換していたならば、日本の近代化の道筋はもっと“滑らか”

に進行したことは間違いない。実際ふりかえれば、江戸時代においても徳

川吉宗による洋書輸入の禁を緩める政策は1721年にとられており、これが

そのまま順調にひきつがれていったなら、「開国」は早まったかもしれな

いのだ。松平正信は1787年に老中に就任しているが、かれがそのまま長く

老中の座にあれば、「開国」は60年は早くなされたかもしれないといわれ

る。残念なことをしたものである（4）。

おくれて、しかも“外圧”という形で「開国」を選択する形になったた

め、その後に必要とされた近代化は急ピッチなものになり、このことが国

内の矛盾解決に充分な時間をかける余裕を失わせ、また対外膨張の道を後

追いで選択することにつながった。この経験は遠い昔の話ではない。とく

に国を開くことの難しさは日本について回って いる。したがって今日的

な課題なのである。通商広くは対外関係において、どのようにして、そし

て何時の時点で転換をするかは、一国の政治の決定的に重要な方策なので

ある。

つまり、一国の繁栄のためには貿易利益なるものが最重要事項であるこ

とを確認したい。このように広義にとらえたい。しかし、このことを強調

したからといって、筆者はこれによって、単に輸出拡大主義を主張して終

わり、というのではない。この“国を富ますの論”の立場で国家の興隆を

めざす“モラリッシュ・エネルギー”を説明することによって、その反面、

国際経済関係のなかで貿易の調和ある発展を達成することがいかに難しい

かを知ることが必要なのである。貿易論が狭義の貿易利益を説くことによっ

て、国際経済を予定調和の世界のように描くことに終始するならば、それ

は片手落ちであろう。

２．為替相場の取り扱い

さて、つぎに国際貿易論では、為替相場はいかなる取り扱いをうけてい
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るかを考えてみる。この点でもハーバーラーの『国際貿易論』をひもとこ

う。つぎの言葉がある。

「アングロサクソンの文献に支配的な慣例、すなわち抽象の最高段階

から出発し、いわゆる国際貿易の『純粋』理論をまず述べ、そして貨

幣機構論を付属物としてその次に述べる慣例に私は従わない。私は直

ちに貨幣問題の叙述、すなわち為替相場の高さを決定し、国際収支を

均衡せしめ、一方的価値給付のトランスファーを実現する機構の叙述

から始める」（5）。

この指摘は正しいと思われる。また実践的にも、国際交易は通貨の交換

レートによって成立するという、単純だが厳然たる事実によって、国際貿

易論において為替相場の決定メカニズムを最初に述べることは理にかなっ

ているのである。

３．貿易はどうして成り立つか

貿易はどうして成り立つかについては、比較生産費原理や生産要素賦存

理論などが国際貿易論の共有財産になっている。サミエルソンも、あると

き高名な数学・物理学者に「いったい社会科学に真実でかつ自明でない命

題はあるのかね」と皮肉をまじえて尋ねられたが、そのとき答えられず、

約30年後に「それはリカードの比較優位理論だ」と答えることができたと

いう（6）。そして、これら理論に即していままで多くの実証分析がなされて

きた。

ところが、これらの実証分析の結果は、必ずしも理論どおりには実際の

貿易を説明できているとはいいがたい。生産要素賦存理論を適用したレオ

ンチェフの分析が理論と反対の結果がでたとして（「レオンチェフ逆説」）、

のちにさまざまな説明や補足検証がでること自体、理論と実証の間には、

もっと多くの橋渡しが必要であることを示していると思う。

（１） このなかで、比較生産費原理や生産要素比率を実際の貿易に適用

して分析をおこなったものに、ふるいけれども、佐々波楊子の『経済成長

と国際競争力』がある。この著述の結論は、「経済成長と国際貿易の問題
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を取り上げるにあたっては『各国は生産物単位当り労働コストが相対的に

少ない財を輸出する』というモディファイされた古典的比較生産費原理が

もっとも有用である。これは、比較生産費説の中核をなす労働生産性の水

準とその動向は経済成長に伴って変化し、労働生産性の変化を反映する製

品コストおよび価格動向が国際分業の成立と変動の基盤であると考えるか

らである」としている（7）。

たしかに、労働生産性の水準と動向が特別に重要な寄与をすることは、

認めてよいであろう。またここには、水準の変動という動態的な要素が入っ

ていることも、もっと注目してよいことである。それは理論前提が静態的

仮定にのっとっているため、それを部分的に修正しているからである。

ところが、これらの検証はどうして労働生産性が上昇し、製品コスト・

価格が低下し、競争力をもつにいたるのか、それ以上の説明には入ってい

かないのである。すぐわかることは、労働生産性は、資本集約度（資本・

労働比率）の増大の結果であるから、ただちに資本投入の重要さが検証さ

れなければならない。また、そのように上昇した資本集約度のもとで働く

労働の技能や知識・経験は、従来の労働と同じではない。ここに労働の質

の問題が登場する。

これだけでも、まだまだ、現実との橋渡しに必要な要素が数多くあるこ

とがわかろうというものだが、それでは、いままでの研究でこのような橋

渡しを展開したものはなかったのだろうか。ここでも、ハーバーラーに帰っ

てみよう。

ハーバーラーは、比較生産費の理論を解説したあとで、「この余りにも

単純なシェーマを現実に一層近づけるように努めなければならない」とし

て、①貨幣の導入、すなわち商品の貨幣価格を表現すること、②２財・２

国から多財・多国への拡大をすること、③運送費用を考慮すること、④生

産量の増大にともなう費用を逓増あるいは逓減することを考慮すること、

⑤国際交換比率（為替相場）の決定において、比較生産費のみではなく需

要の側面を重視すること、⑥労働というたった一つの生産要素を仮定する

ことを放棄すること、を指摘し、この６項目について議論を展開してい
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る（8）。

理論的には、このような展開が必要なのであるが、これは、ここでの筆

者の関心 つまり貿易増大の現実的な説明力、換言すれば、単純なモデ

ルから出発して、実際の産業･商品における貿易の伸張を説明できるよう

な理論的な展開がないものかということ にはつながっていかないので

ある。それは、あくまで国際貿易総体の観察の深化、いわば国際貿易の

“マクロ”理論ということになろう。

ただし、④あるいは⑤、⑥にあるごとく、今日、「新」貿易理論と称さ

れている内容が、この戦前の著述にすでに指摘されていることは忘れるべ

きではない。

（２） つぎに、生産要素賦存理論について考えてみよう。その詳細な実

証的研究は、リーマーによってなされている（9）。これによると、結果は一

般に常識的に描かれている姿と似ており、これにより新しい知見が加わっ

たということには疑問がある。そして、ここでもまた、貿易の結果をもた

らすところの価格競争力までつながっていかないのである。

（３） そこで、つぎに、「現実に一層近づけ」た実際の国際的な比較分

析を紹介しよう。

Ａ．自動車産業についてのコスト比較（10）

表１は、日米の小型車の1980年代初頭における生産性とコストの比較で

90

表１ コスト・労働生産性の日米企業別比較（1981年）

生産性／コスト フォード GM 東洋工業 日産

生産性

小型車の所要労働時間

小型車コスト

労 賃

資材購入費

その他製造コスト

非製造コスト

計

84

$1,848

3,650

650

350

$6,498

83

$1,826

3,405

730

325

$6,286

53

$620

2,858

350

1,100

$4,928

51

$593

2,858

350

1,200

$5,001

（注） 非製造コストは海上輸送費（日本の場合）と販売費を含む．その他製造コストは製品

保障費，金融費用，原燃料費，保険費などの諸経費を含む．

（資料） 各社営業報告書，その他．



ある。これによると、①生産性（所要労働時間）では、日本企業は米国企

業に対して1.6倍も高く、②コストでは、同じく約1,500ドルも少ないとい

う結果がでている。このコスト差は、海外輸送費を含めたものである（非

製造コストがそれを示す）。

この1,500ドル差は、アメリカにおいて単に自動車メーカーにばかりで

はなく、産業界全体、あるいは政策関係者など広範な層に大変なショック

を与えた数字であった。これが後にもつづく日米自動車摩擦の根因となっ

たものであり、積極的には米国において日本の競争力の“奥の院”を探る、

さまざまな研究・検討のスタートとなったのであり、国をあげて競争力を

強化する政策形成の大きなうねりとなっていったのである。

Ｂ．鉄鋼業についてのコスト比較（11）

表２は、筆者も関係した日本鉄鋼業のコストについての国際比較分析で

ある。これによると、コストは主原料費、労務費、資本費の３項目しか加

算されていないが、①1964（昭和39）年で、鋼材トンあたりコストは、日

本85ドル、アメリカ136ドル、西ドイツ98ドル、イギリス103ドル、となっ

ており、日本が最も低くなっている。②1951年以降13年間の推移では、ア

メリカ、西ドイツ、イギリス３ヵ国とも上昇傾向にあるなかで、日本のみ

が低下傾向にある。これによって、1950年代以降とくに60年代に入って、

日本鉄鋼業のコスト競争力は大きく強化されたことが明確に確認されたの

である。

なお、労働生産性という単純指標によって、日本鉄鋼業の競争力が先発

国を抜いていくことを証明することもできる。それを示したのが表３であ
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表２ 鋼材メトリックトンあたり３費用の比較 （単位 ＵＳドル）

日本 アメリカ 西ドイツ イギリス

1951年

55

60

64

94.6

89.8

94.6

84.9

102.9

113.0

139.5

135.7

-

75.9

87.6

98.6

-

-

95.1

103.1

（注） ３費用＝主原料費，労務費，資本費（金利，減価償却費）の合計．

（資料） 日本鉄鋼連盟「鉄鋼海外市場調査委員会一般委員会報告書」（1966年）．



るが、これにみるように、1960年代後半期（昭和40年代前半期）に、アメリ

カを凌駕したことがはっきりとでている。そして、その後日本の鉄鋼輸出

は急進し、最盛期には世界輸出の30％を占め世界１位の鉄鋼輸出国になる

にいたるのである。

このように産業ごとに比較分析を積み重ねることが、貿易論の発展のた

めに重要なことである。筆者の理想は、ちょうどマクドゥガルがやったよ

うに、主要産業について、コストないし価格の国際比較表ができ、これを

生産性と比較する、つまり産業別の国際比価と相対生産性の対比をおこな

うこと、さらに要素価格の内訳けも分析すること、またこれらすべて項目

の時系列変化によって競争関係の動態変化を描きたいということである。

そこまでの分析はなされていないのは残念なことである。

（４） 為替レート高騰の影響 物的労働生産性と貨幣的費用

しかし注意すべきは為替相場の水準である。それは、たとえ物的労働生

産性において日本が他国を凌駕していても、為替相場が上昇すればコスト・

価格の競争力はまったく変わる。このことが1985年以降、現在までに起こっ

たことなのである。それを示したのが表４である。これはドルベースのユ

ニット・レイバー・コストの動きであるが、日本が最大の上昇を示してい

る。このことの意味は、コスト競争力の喪失度は日本が先進国中、最大で

あったということである。95年以降は、これを必死に修正しているが、そ
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表３ 主要国鉄鋼業の労働生産性（労務者１人あたり粗鋼生産） （単位 トン）

日本 アメリカ イギリス 西ドイツ フランス

1965年

66

67

68

69

70

65→70、上昇率

159.6

186.6

235.3

250.1

301.1

326.4

(204.5)

227.5

234.9

231.7

242.1

254.6

243.2

(106.9)

113.1

113.1

111.6

121.7

171

181

-

150.8

164.6

183.8

200.1

199.1

(135.3)

155.6

165.0

175.0

190.7

210.8

219.5

(141.1)

（注） 各国の労務者人員のとり方が異なるので正確な比較はできないから，参考試算値であ

るが，傾向はでている．なお，これ以降，この数値は発表されていない．（ ）内は，19

65年＝100としたもの．ドイツは数値変更があるが，改訂前の数値を基準としている．

イギリスは1970年数値に疑問があるからであろう，算定されていない．

（資料） 日本鉄鋼連盟『鉄鋼統計要覧』，1975，76年より作成．



れでもなお及ばない。

ここに、日本産業が大きな転機を迎えていることが表れているのであり、

冒頭に記したごとく、為替相場がいかに重要かが理解される。現に、日本

国内にある自動車工場の生産１台あたり所要労働時間は、今日でも欧米メー

カーの工場や日本のトランス・プラントよりも少ない（労働生産性は高い）

のであるが（12）、円高によって価格競争力は著しく低下した。その採算レー

トは、自動車の場合、110円前後であるとみられるから、この水準を境に

収益の大きな変動に見舞われているのである。

４．雁行形態論およびプロダクト・サイクル論

つぎに動態分析に入っていこう。

まず雁行形態論は、超長期の産業と貿易の発展の仮説として説明力は高

い。ところが海外では、アドホックな実証的観察という以上の評価は受け

ていないといわれる（13）。それでは、雁行形態論よりあとに提唱されたプ

ロダクト・サイクル論は、どれだけ理論的に洗練されたものなのであろう

か。

（１） 問題は、両論とも生産要素の組み合わせ、生産要素の価格、そし

て何よりもそれらの変化がいかにして段階移行のなかで起こっているか、

あるいは段階移行を促進させているかを充分にその理論フレームに取り入

れていないところにある。それらの変化がなければ決して段階移行はでき
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表４ 実質実効為替レート ユニット・レイバー・コストベース
（1995年＝100）

日本 アメリカ ユーロエリア イギリス ドイツ フランス

1985年

1995

1998

95

85

98

85

53.8

100.0

74.0

185.9

137.5

179.9

100.0

115.6

55.6

64.2

81.0

100.0

87.0

123.5

107.4

112.0

100.0

138.5

89.2

123.7

66.8

100.0

88.2

149.7

132.0

111.1

100.0

92.0

90.0

82.8

（注） 下段２行は上昇・下落率（％）．いわゆるIMF方式ではない．

（資料） IMF,StatisticalYearbook2000より算出．



ないのだが、生産要素と、その効率の変化を対応させるように、その段階

移行において説明変数に組み込めていないのである。雁行形態における輸

入→生産→輸出という変動において、あるいはプロダクト・サイクルにお

ける初期→成長→成熟という変動において、リカード・モデルでも、へク

シャー----オリーン・モデルでもよいのだが、その結合がなされていないの

だ。したがって結果として、どうしても変動を形態としてのみ把握して終

わりという、変動の形態論の域をでないという不満が残るのである（14）。ど

うしたらよいのだろうか。

結論的にいえば、この意味での理論化は無理であろう。結局のところ、

上記のような個別産業、ないし個別製品において、実証的な分析をしてそ

れを確かめる以外にはないように思われる。

（２） それでも、今日雁行形態論は、山澤逸平によって最初の３段階か

ら５段階へ発展させられ、また、生産、輸出入の時間とともに変化する数

量的変化が客観的な比率として表現されて洗練されたものになっている（15）。

しかし、この５段階目は修正の必要があるのではないか。それは、自動

車に典型的にみられるごとく、海外投資を増やし、現地生産によって産業

としては新しい発展の道を切り開くということである。たしかに、この現

地生産化は、とくにアメリカにみられるごとく、当初は輸出代替型の市場

確保戦略であったが、次第に実力をつけ、有力な市場のプレーヤーとなっ

てきている。

このとき、日本企業のトランス・プラントにおいて、日本型の生産技術

をもちこんだことをもっと注目すべきであろう。また、日本車の競争力は、

単に生産工程技術だけではなく、商品開発技術においても欧米を凌駕した

ことに注目したい（「リ・インベンション」）。これによって成熟産業である

自動車において、日米の間で逆転が起ったのである。

このような後発国の最後の局面における究極の逆転は、従来、軽視され

てきたのではないだろうか。現実には、イギリスを追い上げたドイツ産業

においてみられたことであるし、同様に、これらの国を抜き去ることにな

るアメリカの産業において、今世紀初頭にみられたことである。雁行形態
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論の最後の５段階目に、たしかに後発国の追い上げが記述されるが、これ

はどちらかというと労働コストの低廉を武器にしたもので、生産技術・商

品開発技術双方において先発国を凌駕する面は意識されていないように思

われるので、この側面を書き入れてこの理論を発展させる必要がある。同

様に、プロダクト・サイクル論でも、最後の成熟段階は技術標準化が強調

されるだけであり、このような「リ・インベンション」の側面が認識され

ていないのは、片手落ちであろう。もちろん、逆転のあかつきに先発国へ

直接投資をおこなうことは認識されていない。

５．「内から外へ」 産業論からの接近の重要性

以上のことからわかることであるが、国際貿易論においては、もっと産

業発展論から入っていくことが必要であるし、またそのような接近方法で

説明すべきである。ところが貿易論では逆であり、結果として成立してい

る貿易から説明する、貿易に焦点をあてて説明する仕方が多いように思わ

れる。つまり“外から内へ”説明が展開するのだが、そうではなくて、

“内から外へ”という説明に取り組むべきであろう。

貿易論の古典的な展開はそのようなものであった。この視点について、

Ａ・マーシャルは面白い比喩をつかってつぎのように述べている。「ある

国の産業と貿易とは、相互に作用・反作用し合うものなるも、両者の中よ

り強力なるは産業なりとす。流水の方面が山脈の形状により決定せらるる

と等しく、商業および貿易の方向は、これを囲繞する産業の状勢により決

定せらる」。つまり、産業と貿易は相互に影響しあうが、その中心は産業

の動向、産業発展のあり方である、ということである。「かくて世界の主

要なる産業の状勢」が貿易の「方向を指示する」のである（16）。

６．動態論の開拓

以上のような問題を指摘しているのは、国際貿易論において、動態的変

化を理論的に説明しきれていないことの端的な表れであろう。しかし、こ

のことを強調することはできても、実際に理論展開することは簡単ではな
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い。

一体、ある国で、どのようにして、それまでの労働集約的産業から資本

集約的産業に移行していくのだろうか。結論的にいえば、それは、企業家

による「シュンペーター的な創造的革新」以外にいまのところ説明できる

仮設はない。企業家が現われて新産業をおこし、新商品を開発し、新技術

を生産現場に導入していくのである。それが、一国内において、労働集約

産業から資本集約産業への転換を成功させていくのである。

工業化に成功した国はいずれもこの過程を辿ったのであるが、そのとき

貿易論においては、生産要素とその価格が決め手になる。そこで、労働の

価格（賃金）と資本の報酬（利潤率）はどのような関係にあって、どのよう

にして変わっていったのか。この過程を明らかにした実証分析はあるのだ

ろうか。ここでの問題は賃金率に対して資本利潤率がどのような水準にき

まったとき、労働集約産業から資本集約産業への転換がおこることを説明

するのだろうか、さらにすすんでこの要素価格の変化により貿易財の変化

が説明できるのだろうか、ということである。

歴史をひもとけば、わが国では1920年代に重化学工業化がはじまり、戦

争による中断あるいは歪みを経過して、1960年代一杯かけてほぼ完成した。

興味深いことは、そのとき労働過剰経済から不足経済に転換したこと、お

よび重化学工業品 といっても重工業品が中心であるが の輸出競争

力がついたことである。このように輸出競争力は遅いが、それでも重化学

工業化への着手は、労働過剰経済でもおこっているのである。それから長

い時間がかかって重化学品の競争力がつくという経過をたどっている。こ

の最後の段階移行期になって、資本が労働にたいして突然に豊富になった

わけではないだろう。

このようにみてくると、理論的に抽象化して説明される仮設と相当に乖

離した世界がみえるのである。企業家の事業意欲は、賃金や資本報酬の評

価を“乗り越えて”進んでいるとしか理解できない。1930年代に、豊田喜

一郎が自動車の開発・生産に着手したとき、アメリカの自動車の生産台数

はすでに300万台を超えていた（日本が300万台の四輪自動車を生産したのは
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1965年を過ぎてからであり、その時間差は40年弱もある）が、この大きな遅れ

をものともせずの開発精神が、今日の強い輸出商品をうみだす源になって

いる。

また、いまから100年余もまえ、先発国イギリスを追い上げたのはドイ

ツであるが、その工業化を分析したランデスは、この過程でみられたドイ

ツ企業家や産業界の行動をつぎのように述べている。

「技術革新に対する感受性にみられるこれらの対照（イギリスとドイツ

の 引用者注）が、企業経営面でも合理性の違いにより強化された

のであった。イギリスの製造業者は、相変らず古典的計算式に忠実で

あった。すなわち、彼らは、費用・危険・売上げを予め測定し、それ

を前提として既存設備との収益差が最大となるような投資の仕方を選

び、これによって収益極大化を試みたのである。」

これに対しドイツ人はどうしたか。

「こちらの算術は全く異種のもので、収益ではなく技術的効率を極大

化した。ドイツの技術、そしてその背後に控えている製造業者や銀行

家からみれば、新しいものは結構なことであった。その方が採算が良

かったからではなく、効率が良かったからである。事に処理する方法

に善悪の区別が立てられ、正しい方法とは、科学的かつ機械化され資

本集約的なるものに他ならなかった。今や手段は目的と化した」。

ほかに興味深い叙述が多々あるが、要約すると以下の通りである。①企

業採算についての考え方の違い、またこの違いゆえに競争力の強化ができ

たこと。②この行動の違いを、経済学者が事後的に説明しても、事前の動

機が両国で違うことを見落としてはならないこと。③また、資金について

は、「明らかに問題なのは金の有無ではなく、その利用の途の方」である。

④ヒト（人）についても、19世紀中ごろにドイツの学校をみたイギリス人

は、「そこで“民主的社会”であるのに感心した」のである（17）。

まるで、戦後、アメリカを追い上げた日本の産業・社会をみるようであ

るが、このような企業行動が産業構造を変え、輸出構造を変えていくのだ

から、企業採算の考え方に近いところの、労働と資本の賦存とその対価比
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較、その結果としての産業の選択、という分析視点では、この動態は明ら

かにならないのではないだろうか。

よく考えてみれば、資本収益率は投資があって、その結果としてでてく

るという側面があり、これを初めから明示的に理論構築にとりいれること

には注意を要する。また革新を成しとげようとする企業家は、たとえある

期間市場利子率より低い利潤率でも我慢し、その後成功して先発者超過利

潤を得るのである。経済学者は、上記の過程を生産要素価格をもちいて事

後的に説明するが、現実は企業家の事前の行動として形成されていくので

ある。このほうがより説得的ではないだろうか。

さらに最後に、一国でみれば、このような産業の発展があってはじめて、

いままで相対的に希少であった資本が蓄積され次第に豊富になっていき、

利子率が下がっていくのであって、すべては所与の条件ではないこと、こ

の動態過程ももっと考慮されるべきであろう。

このように考えてくると、動態変化をなしとげられるかどうかは、人間

の能力、そしてそのような人間を包含している社会の能力にあるといわざ

るをえない。これが最も重要な因子であって、これを生産要素としようと

して、まさに“要素”還元することは、重要な決定的な側面を見落とすこ

とになるのである（18）。のちに、資本進出が可能となるのは、経営能力に

よるということを述べるが、同様な考え方である。

７．「新」貿易理論について

いわゆる「新」貿易理論とされる内容は、研究者によって違うようだ。

浦田秀次郎は、①技術ギャップ・モデル、②プロダクト・サイクル･モデ

ル、③リンダー・モデル、④規模の経済と不完全競争、をとりあげている。

木村福成は、規模の経済性を軸にして、①不完全競争、②製品差別化、③

産業内貿易をとりあげている（19）。この不完全競争という産業組織論の成

果をとりいれながら発展したものに、戦略的貿易政策論がある。正直のと

ころ、新貿易理論の説明の仕方は筆者には充分に理解できないのだが、こ

こでの問題は、なにが「新」であるのかということである。
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（１） 規模経済は、それほど新しい事態であるとは思えない。近代産業

は、大なり小なり規模経済を実現してきた。そのため貿易論においても、

古典的文献ですでに多くの指摘がなされているところである。

したがって、貿易の成立において、はじめから規模経済が存在するもの

としてあつかったほうがよいので、あらゆる産業がそうであるごとく、規

模経済の程度によって分類し、それが貿易形成にどのような影響をあたえ

てきたかを検討すればよいことであろう。

（２） また、不完全競争を導入するということであれば、国際貿易にお

いて、戦前から存在する資源メジャーや、1973年に実力行使にいたった石

油輸出国機構（OPEC）の存在はいかように説明するのだろうか。

第２次大戦後は、植民地の解放により、また世界規模の自由主義的貿易

政策の流れを反映して、資源入手は容易になったが、戦前の日本はこの資

源に近づこうとして苦悩したのである。

（３） もうすこし実態的に考えてみよう。よく引用される２大寡占企業

間の競争と補助金のモデルでも、このような表だけをみれば、戦前におけ

るイギリス綿紡績業は、たとえそれがランカシャーの多数の企業によって

生産されていたとしても（寡占企業でなかったとしても）、世界市場では他の

競争国にたいしては寡占体制ではなかったか。そのとき、綿糸・綿布の国

産化につとめる国々は、イギリスのように自由な民間企業の興隆ではなかっ

たかもしれないが、これに対抗して産業をおこしていった。日本の殖産興

業政策はその代表的な例であろうが、このように政府援助がなされたので

ある。したがって姿・形は同じではないだろうか。

（４） 戦略的貿易論も、日本人であるわれわれにとっては、特段に新し

い指摘ではない。またこのような事態は、歴史的にもすでに多くの国・産

業においてみられるところであり、なにを新しくもちだす必要があるのだ

ろうか。

これは、最近時の情報技術（IT）産業をとればすぐわかることである。

ここでは、アメリカの先行性・主導性が明確だが、それを成り立たせるハー

ド・ソフトのすべては、国防省に支援された研究・開発の成果に淵源をも
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つことは、今日次第に常識になっている（20）。その淵源までもどって、そ

れがあった国となかった国との間で、競争上の「公平性」を論ずることは、

一体どういう意味があるのか。淵源までさかのぼって、そこで費やされた

すべての費用を比較しようというのだろうか。

（５） また、戦略的貿易論における「ゲームの理論」の展開はどういう

意味があるのか理解に苦しむ。このような交渉ゲームは、交渉当事者のあ

いだで、どのような可能性、道筋のトリー（樹木）がありうるのだろうか。

そしてそれを理論仮説にまとめることが意義あることなのだろうか。

以上、「新」貿易理論について、“岡目八目”の議論をしたが、このよ

うな考え方がでてくること自体、貿易論が“古典”世界からなかなか踏み

だせずにいたためであると考えれば、理解もできる（21）。必要なことは、

このような古典世界の前提から離れていく事態において、どのような解決

策があるのかを具体的に問うことではないか。それは、旧関税貿易一般協

定（GATT）の精神を生かしつつ、２国間交渉ではなくて多国間交渉によっ

て解決策を探ること、貿易は管理することもありうること（結果志向的な

「管理貿易」とは異なる）、独占弊害には国内独占規制によって対処すること、

などのルールを守ることである（22）。

８．貿易摩擦

つぎに貿易摩擦の問題であるが、自由貿易対保護主義の実際的展開の事

例として、国際貿易論ではこの問題をもっと紙幅を割いて検討すべきでは

ないだろうか。

これについて、バグワッティは面白い表現をしている。「国際経済学者

たちは長い間、自由貿易の利益について反論の余地のない証明が示す上品

さと、現実の政治が保護主義を歓迎する俗悪さとの不協和音に悩まされて

挫折感を味わってきた」。果たして、「上品さ」と「俗悪さ」の対決である

かどうかはともかく、つねに繰り返されるこの現象は、貿易摩擦として、

とくに1980年代以降アメリカと日本の間で大きな問題となり、激しい応酬
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がおこなわれた。

なぜ激しくなるのだろうか。それは、保護に訴える主体の行動にある。

バグワッティは上記文章につづけて、パレートの文言 保護主義が富の

破壊をもたらすといくら市民が教えられても、「保護主義はそのゲリラ部

隊のきわめて少数しか失わず、自由貿易はきわめて少数の支持しか得られ

ず、このため効果としては、ほとんど、または完全に無視されうる。人を

行動へと導く動機はまったく別のものなのである」を引用している（23）。

これは、よくテクストでは保護主義者は少数だが損失は大きいから行動

を起こすが、消費者は多数の組織されない人々だから、その損害は分散さ

れて少額となり反対運動などは起こりにくいという説明がなされることの

起源ではないかと思われるが、これだけでは充分ではないだろう。なぜな

ら、国際的な貿易摩擦では国家間の実に多様な側面が噴出するからである。

（１） そこで、最近の摩擦についての経済学的、政治学的な考察と反論

は、小宮隆太郎によって完璧になされているから（24）、ここでは、戦前の

論争を紹介しよう。それは、1933（昭和８）年８月14－26日、バンフにお

いて開催された第５回太平洋会議において、高橋亀吉が論述した内容であ

る。当時は、今日のハイテク産業摩擦と異なり、繊維というローテク産業

であり、焦点は「ソシアル・ダンピング」をめぐってなされたものである。

それでも、その議論や反論には、貿易論を学ぶ者として実に興味深いもの

がある（25）。

○この会議の眼目

英国にとって日本の経済的発展、工業的発展は、満州問題以上に重要な

問題であった。ことに英国綿糸・綿布製品が全世界において日本に駆逐さ

れていた。そこで日本の工業品進出の出鼻を挫き、世界の学者に日本が悪

いということを納得させてやろうという気持ちがあった。それは、この会

議に送った英国代表団の陣立てをみればわかる。政治家、学者、産業界、

いずれも「自由貿易論者」であり、かつ利害関係者 繊維・船舶、イン

ド・中国通 を揃えていた。

○日本の綿糸・綿布の世界への進出について
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《英国側の主張》

欧州戦争（第１次大戦のこと）中、交戦国は自国に必要な製品をつくるこ

とができなかった。その間に日本は生産増強をしたためである。ところが

戦後、欧州も復興したが、日本商品に勝てない。何故か。

①日本の技術は優秀で生産能率は高い。これは認める。しかし、それが

主因ではない。主因は賃金が安いからだ。すなわち、生活程度が低いから

安い賃金ですむため、高い賃金を支払う英国・米国の製品より値段が安い

ということだ。これは不正競争である。

②直接の原因は、日本が金本位を離脱して故意に為替相場を下げたこと

である。換言すれば、日本は貿易を刺激するために為替相場を下げて、安

い円でつくった商品を高いポンド、高いドルの国へ販売している。これは

為替ダンピングであって、不正競争である。

したがって、日本の工業品輸出は不正競争である。

《日本側の反論》

①生活程度とは一体なにか。発言者は、ドル、ポンドを標準にして生活

程度を議論している。そして日本の労働者は円で生活しているから、生活

程度は低いという。これは問題だ。円の購買力とドル、ポンドの購買力を

考えていない。単純にドル、ポンドの評価をしているだけだ。

②その国の社会習慣がわかっていない。一見、低い生活をしているよう

でも、高い生活をしていることを勘定に入れていない。

③物質的に、多くのお金を使っていることが、何故に生活程度が高いと

いえるのか。一個の小さい鉢に一輪の朝顔を育て、これを眺めるには金は

いらない。用もないのに、自動車を乗り回していることが、どうして麗し

い朝顔の色を眺めるよりも生活程度が高いといえるのか。欧米の生活程度

の高低論は、本当の意味の高低論にならない。

こうして、生活程度とはそもそも何を標準にするのか、新しい観点から

見なおさなければならぬ、ということが提起された。

④日本は果たして賃金は安いのか。物の値段は、３つの原因からくる

原料価格、資本の利子の高低、賃金。日本の賃金は安いかもしれないが原
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料がない。ところが貴国は原料をもっている。日本はそれを買って生産す

るから、どうしても高くなる。また貴国は長い資本主義の歴史があるから、

資本は豊富にあって利子率は低い。日本は最近に資本主義になった国だか

ら資本の利子は高い。このように、他のコストが高いのだから、競争上や

むをえず安い賃金にしなければならぬ。不当に賃金を下げているのではな

い。貴国の安い原料、安い利子に対して、日本は安い賃金で調整をしてい

るのだ。

果たして日本の支払い賃金は、マンチェスターの労働者と比べて安いの

か。

マンチェスターの労働者 男工、不器用、熟練工になるのに２年か

かる。

さらに勤続年数が長いから賃金を上げねばならぬ。

日本の労働者 女工、16・17歳の女子が２ヵ月で熟練工になる。

さらに４年しか働かない。これは嫁入り費用を稼ぐため。

このほうが人道的ではないか。

また、豊田式自動織機は英国の10倍の能率があるから、製造される綿糸・

綿布は安くなるのは当然だ。

つまり以上のことは、日本人の技能、技術の優秀さ、ということだ。

ところで興味深いことは、出席の英国人もこの見解を支持したのである。

いわく、日本の工場では、学校・病院までつくっている。４年で女工が代

わる国はない。それは女工が優秀だからだ。いかなる労働でも４年で代わ

られては引き合わないものだと。

⑤為替投げ売りについて 一体、金本位からの離脱を先にやったのは

英国である。貴国がポンドを下げたので、英国商品は世界に進出したのだ

から、日本の為替が下がったからといって非難をうけるのは心外だ。

しかし、為替相場が下がって良くなったのはあくまで一時的なことで、

国内の物価が上昇してポンド値下がりと相殺されている。これと同じこと

が日本でも起きている。このように為替相場低下の利益は物価の値上がり

で相殺されるものだから、永久的現象ではない。然るに、一時の現象たる

国際貿易論における若干の課題の考察 103



為替値下がりに対抗するために、永久的な措置である関税の引き上げをや

るほうが不正ではないか。

（２） 以上の論争から学ぶこと

以上の論争から、国際貿易論において何がどう問題なのか、それをいか

にして相互理解に到達することができるかを知ることができる。

①生活水準論争は、今日でも続いていることで、とくにヨーロッパ諸国

の日本をみる目は、基本的に変わっていない。それは、彼ら白人の自己優

位性という価値観に基づき、日本が成し遂げたことがにわかに信じられな

いから、その原因をわかりやすい生活水準の格差に求めるのである。日本

貧困説である。それをここでは、経済理論にもとづいて見事に反論してい

る。また、社会の生活態様の違いはつねに存在するもので、これを不正競

争論の根拠にすることはできない。同じ生活態様をとっていて、不当に廉

価な競争を挑むとき、はじめて有効な議論になるのである。

この会議の論議は、のちに日本がソシアル・ダンピングの事実なしとい

う国際連盟労働局次長の実地調査報告に結びつき、また英国も調査団を派

遣してきたが、これも不公正競争の事実はないということを認めざるをえ

なかったのである（26）。

②現実の競争力を成り立たせるのは、まぎれもなく生産能率である。低

い賃金だけがものをいうのではない。したがって、競争力が高いことがわ

かった場合は、必ず生産の能率と、それを形成している諸要因に注目しな

ければならない。賃金のみに目を向けてはならない。これは、今日でも厳

然たる事実であって、賃金の高いドイツ、日本、アメリカがなぜ貿易が多

いかをみれば簡単にわかることである。

③つねに現実をみなければならない。実態をみなければならない。それ

を高橋亀吉はやっていた。またそのために情報収集を怠らず、紡績事情に

ついては鐘紡の協力を得ている。このような実態観察があってこそ、反論

が説得力をもつのである。

④それでも、同氏が説いているごとく、ただ貿易戦に勝てばよいという

ものではない。世界に大きな影響を与えるようになれば、それだけの自覚
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が必要である。「その一挙手一投足が非常に影響力を持つに至ったのだか

ら、それに適応する行動をせねばならなかったのである」。この大きくなっ

た影響力を「未だに充分に自覚せずして、小国時代のわが侭の身勝手な遣

り方をしている。……われわれが深く戒めて大国としての教養、襟度、抱

負、責任を持たねばならぬ」（27）。

⑤しかしながら、カナダのバンフ会議以降の進展は楽観できるものでは

なかった。イギリスの日貨排撃政策は露骨になり、インドと日本の通商条

約は破棄され、日本の綿布にたいする関税は25％の増徴となり、日本側は

報復措置としてインド綿花不買を決議した。さらにこの問題解決のため、

日英綿業会商がロンドンで開かれることになったが、これは決裂し、「イ

ギリスは各種の政治力でもって日本品の圧迫をはじめた」。

このように、議論としては反論が可能であるが、問題は、それで片付か

ないところにある。これは、「俗悪さ」の問題ではなく、国際政治の問題

になってくるからである。戦前の日英の間でも、最近の日米の間でも、そ

こには世界政治のヒエラルキーが厳然と存在した。そして、日本側はこれ

を受け入れざるをえなかった。もはやこれは経済論争の問題ではないので

ある。

こうして、貿易摩擦の処理にあたっては、二つの民族、国家の相互理解

がいかに難しいことであるかということが、その議論の背景にあることに

もっと注意が向けられる必要がある。それは、きわめて実践的な課題であ

るのだが、よく「国際化」というと、なにか摩擦もなく、平和的にことが

運ぶように思われがちだが、そのような偏見をまず正すことから始めるべ

きで、貿易摩擦はその恰好の事例である。

９．経常収支黒字のゆくえ

（１） 経常収支黒字の理論式

経常収支の黒字がつづくと、必ず、貿易摩擦に火がついてきた。したがっ

て、その水準がどうあるべきかは日本のあり方を決めるほど大きな議論と

なった。
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このときエコノミストは、経常収支の黒字は理論的には国内の貯蓄・投

資の不均衡であるとして、国民所得と経常収支の関係を理論的に説明する。

その関係式の展開は省略して、結論のみを記述すれば以下のようになる。

Ｓ－Id＝Ｘ－Ｍ

Ｓ：国内貯蓄

Id：国内投資

Ｘ：輸出

Ｍ：輸入

すなわち、右辺は財・サービスの輸出と輸入の差、国民所得統計の経常

海外余剰にあたる。それは、左辺が示すように、国内で投資されなかった

残りの貯蓄に等しい。

（２） 政策的含意

マクロ的な理論式では以上のように、国内貯蓄が国内投資を超過する分

は、当然に経常収支の黒字となるが、これにより、経常収支の均衡を達成

するためにはマクロ経済調整をやればよいということになる。マクロ経済

調整とは、国内投資、国内消費（いずれも民間、政府）の拡大である。

これがいわゆる「前川レポート」であるが、それがもたらしたのはバブ

ルであった。マクロ経済調整はうまくいかなかったのである。そのため、

このような理論式だけで日本の経常収支黒字は一体解消するのか、よく考

えてみる必要がある。

結論を先にいえば、いま等質・等量の２国経済が向き合っていれば（実

はこれは言葉の矛盾なのだが）この均衡式は成り立つであろう。しかし規模

に差があり、構造も異なるとき、これは成立しないのである。この前提を

無視しているのがマクロ均衡式の欠陥である。

かくて、日本の経常収支黒字を縮小するため、1980年代からとくにアメ

リカとの関係で、いわゆる内需振興や日本のさまざまな「慣行」の是正で

実に多くの議論があった。その結果採用された政策効果はおおいに疑問の

あるものであった。さらに円レート調整も一体どれだけ経常収支の縮小に

貢献するのかも再考する必要がある。円レート調整の影響は決して小さく
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ないと思われるが それは円ベースの貿易収支が傾向としては増加して

いないことに示されているが 、それでも減少はしなかった。

それでは、どうすれば経常収支の大幅黒字傾向を是正できるのか。結論

的にいえば、それは日本の産業構造の調整の問題であると思う。すなわち、

日本の産業構造が水平分業をすすめて、製品（部品を含む）を輸入するよ

うになることによって調整されるものである。そして1990年代後半に入っ

て、その勢いは急速に高まってきたといえるのではないか。つまり、これ

は中期的・長期的な問題であるということ、マクロ経済調整のような短期

的調整では、達成される問題ではないということである。

これは日本の貿易構造と関わっている。まず輸入という供給面では、エ

ネルギー･原料資源輸入が高い（1996年で26％）ため、価格弾力性が低い（価

格が低くなったからといって、多く輸入するものではない）。近時の省エネルギー

効果もある。さらに、国内であらゆる製品をつくってしまうから、工業品

輸入は少ない。これに対し輸出は価格弾力性の高い工業品からなっている

から、輸出相手国の需要が伸びればそれ以上に増加する。このように輸入

の伸びは小さく、輸出の伸びは高いという構造が定着してきたのである。

この構造がいま変わりはじめた。それは中・長期の調整においては、マ

クロ経済調整に頼るよりも、為替レート調整が大きい影響を与える要因と

なるということである。しかし、それだけでなく、海外生産の拡大が可能

になってきたこと、そこにはアジア諸国の工業化の進展、がある。このよ

うな外部条件の形成とともに、為替レート調整が意味をもつことが明確と

なった。1990年代前半までは、その条件が整っていなかったということが

できる。

このように、マクロ経済の均衡・不均衡の問題ではなく、産業構造とい

う、いわば“セミマクロ”の視点を入れることによって、問題を解くこと

ができるのである（28）。

10．国際政治経済学の側面

このように、通商政策が大きな課題であるということは、もう一つの側
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面、すなわち国際貿易における国際政治、その一環としての国際経済外交

の側面をもっと重視する必要があるということである。

最近時の日本についていえば、①沖縄返還交渉と繊維貿易摩擦とのから

み、②石油危機の発生と対アラブ諸国との関係構築、③小麦価格騰貴・石

油危機とそれへの対応から取り組みの進んだ「経済セキュリティ論」、④

円レートの激しい変動、⑤わが国経済に対する連続的で執拗なアメリカの

要求、などは、すべて政治と密接に関係しており、また政治そのものとし

て、外交交渉イッシューとなっている。

②、③は資源貿易の問題であるが、とくに石油価格の大幅引き上げは、

当時、資本主義の200年余の歴史のなかで、初めて先進国が後進国に敗北

した事件と評価された。そこで、開発途上国によって「新国際経済秩序」

が唱えられたが、その後の推移をみると、結局は先進消費国の“勝利”に

終わっているかにみえる。それは、一時的に大幅悪化した石油産出国と先

進消費国との交易条件が、その後先進国側に有利に改善したことによって、

“勝利”したことになっている。このことは、交易においては、資源産出

という独占的地位よりも、工業力のほうに力関係が有利に働くということ

をあらためて示したものといえる。そしてある意味で皮肉なことだが、資

源をもたない開発途上国が産業化を進めたことが、資源保有国を引き離し

もしたのである。新興工業国（NIES）の発展がそれであり、他方、資源に

頼ったソ連は崩壊した。

これらの事態の推移をみれば、経済の論理が政治に勝ったということが

できるが、国際関係における経済と政治の絡み合いを考える格好の材料の

一つではあった。また、資源保有途上国と先進国との間の潜在的な脅威は

去ったわけではない。

④、⑤の背景には冷戦の終結がある。冷戦の終結によって、アメリカは

新しい“標的”として、冷戦時代に許容してきた日本の興隆を押さえにか

かったということである。また、日本の興隆も、冷戦時代アメリカが軍事

に力を注ぎ、経済が疎かになった間隙をぬって可能になったものであった。

したがって、今日の日本経済の成長力の低下はある意味で必至なものであ
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り、いままでの“幸運”が期待できなくなったためであるといえる。冷戦

終焉の「平和の配当」はアメリカが享受し、日本は冷戦時代に稼いだ内部

留保を吐き出さざるをえなくなっているのだ。「平和の逆配当」である。

それが、1985年秋のプラザ合意以後の、わずか１年半のうちに円が２倍

になるという大変化であり、それが先進国に対しては、自動車を先頭とす

る市場確保型の直接進出となり、アジアへは労働集約商品を先頭にする大

規模な海外投資となっていった。とくに後者は今日では、進出先から製品

輸入が増加することになって、先行き日本の貿易収支黒字基調に変化をも

たらすおそれがある。

このアジア（中国を含む）の経済的興隆もまた冷戦の産物であり、冷戦

終結の産物である。こうした世界政治の構造変動により、日本はかつて追

い上げる国々、とくに「大国」の追い上げの心配をする必要がなかった

“幸運”をも失ってしまっている。かくして、大きな国際政治の変動によっ

て、日本の貿易構造が転換期を迎えているのである。貿易論は、このよう

に一国を規定する国際政治の枠組みについても理解しておかなければなら

ない。このことは専門家には周知のとおりだが、いざ国際貿易のテキスト

を開いてみると、そのことへの言及が少ないのに驚くのである。

この国際政治の側面が異常な形ででたのが、日米貿易摩擦と、その処理

における日米交渉であった。

貿易摩擦の問題は、「貿易政策」として論じられるが、単に経済論とし

て自由貿易vs保護主義の事例研究として扱われるだけではなく、そこに

は、広く国際比較のすべての問題が登場することを知っておく必要がある。

すなわち、当事国のあいだの経済的現実の違いという問題だけではなく、

関係国を成り立たせる社会全体の違いが浮き彫りにされる。それは、文化、

歴史、思考、制度、慣行にまで及ぶのである。

そして、ここでの問題は、この違いの存在ではない。違いが存在するの

は当たり前のことである。問題は、その違いの認識の仕方である。その最

も極端な見解が、アメリカの「修正主義者」たちの主張であるが、これら

の見解によると、日本は世界の先進国の国々と同じテーブルにつくことは
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できないというところまでいってしまう。こうして、「国際化」や「国際

理解」なるものが、言葉の麗しさとは別にいかに難しいことであるのかが

わかる。にもかかわらず、相互に理解しあい、貿易利益を享受していくこ

とが必要なのである。それは、幾重にもつらなる山々を登っていくような、

しんどい仕事である。

現実の交渉においては この交渉過程もまた、国際理解とは何かを知

るために研究に値するが なんらかの妥協がおこなわれて決着する。か

くして、「妥協の政治学」が国際貿易論においても書かれるべきではない

か。

なお、貿易摩擦は、GATT/世界貿易機関（WTO）のルールによって処

理されるが、ここでも政治の影が大きく投影している。利害集団に押され

る国内政治の動向もあるし、２国間の政治的関係への考慮もあろう（日米

の友好関係の保持など）。このような側面についても、目配りが必要である。

11．貿易政策の重要性

これらのことから、国際貿易論においては、貿易政策の取り扱いの比重

を高めるべきであるといえよう。さすがに、ハーバーラーの『国際貿易論』

の構成をみると、第１部は国際貿易の理論、第２部は貿易政策となってお

り、その叙述の比重は大体等分である（29）。

つまり貿易問題は、国として、産業として、企業として、外国にたいし

てどのような方策で望むのかというすぐれて実践的な問題である。そのこ

とのゆえに、純粋経済理論の展開がおろそかであってよいということでは

ないが、この政策要請が濃厚であることは、経済学のなかでも財政学と似

ているといってよい。

12．企業直接進出のもつ意味（30）

（１） われわれは、今日、いままでの国際貿易について理解する枠組み

とは反対の、あるいはそこからはみ出している世界に住んでいるのではな

いだろうか。
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・いままでの世界 先発国は工業製品について比較優位をもち、他の

国々はそれをめざして工業化を成功させようとする。国際貿易論は、この

様相の成立要件とその変化の過程を描くことが主眼目になる。

・今日の世界 先発国は、そういった枠組みに“別れ”をつげ、その

傾向を尻目にみて他国へ直接進出し、そこで事業を成功させていく。ここ

では、一国単位の貿易の多寡を把握することよりも、企業の直接投資活動

とその成果の達成のほうが重要なのである。

これはすでに、「多国籍企業」の活動をさしていることは一目瞭然であ

るが、とくに先行しているアメリカ企業の活動を、貿易論において、また

国際経済の枠組みにおいて、いかように理解すべきかという問題を提起し

ているのである。

（２） それでは、企業はなぜこのような行動をとるのであろうか。

①第１は、国内活動の限界があろう。裏返せば、資本の過剰であろう。

それが関税・非関税障壁を克服して、外国にでていく理由となる。

②また、競争環境が変化した。戦後の持続的な経済成長のもとで、先進

国では、需要の多様化・平準化がおこり、市場は拡大した。

③さらに、競争企業の存在する、その近いところで事業展開しないと、

成功はおぼつかないという認識がひろがった。市場密着が求められるのだ。

④技術進歩、とくに交通・通信の発達により、直接進出しても経営コス

トは低くなった。

（３） さて、これは貿易の枠組みのなかに取り込んで理解できるのであ

ろうか。

それには何よりも、国際経済を重層的にとらえる必要がある。それを図

示すれば表５のようになろう。

このように、貿易と直接進出（いわゆる海外直接投資、FDI）を一体的に

とらえることが必要であろう。

（４） 以上のことはなにを意味するのであろうか。

①重要なことは、このような企業直接進出は、生産要素の利点も活用し

てはいるだろうが、需要・市場リード型であることである。従来から、貿
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易論においては、需要要素を軽視する傾向があったが、これは大いに反省

すべきである。

②当たり前のことだが、生産要素の一つである「資本」が国境をこえて

移動していることが決定的なことだから、従来の貿易論は大きく書き換え

られる必要がある。さらにこの場合の資本とは、目標にむかって各種の経

営要素を最も効率的・効果的に束ねる能力のことである。すなわち、これ

は実は「経営力」のことであって、経営力が優るから直接進出に利得を求

めるのである。かくて、生産要素という物的な資源に近い言葉よりも、経

営の無形の価値をふくめた「資源要素」という言葉のほうが適当となるの

ではないだろうか。

③このような無形価値の対価は国際収支勘定では、サービス輸出である。

したがってサービス貿易の分析が一層重要になる。

（５） 以上のことを念頭において、さらに実際の世界経済の姿を描いて

みよう。

それはアメリカを中心市場としたヒエラルキー構造 資本においても、

財取引においても になっているのではないか。すなわち、アメリカは

貯蓄不足であるのに世界から資本を入れて、さらにこれを世界に出す。ま

た貿易収支が継続して赤字であることは、それだけ他国に市場を開いたま

まにしていることでもある。こうして、マネーも財も、アメリカの赤字を

前提に世界をめぐっており、まさに中心市場である。そして、そのもつ力

が「多国籍企業」に結集している、というように描くことができよう。こ

こでは、従来の国際貿易の枠組みをもはやぬけでているのである。

ここでは大胆な表現をつかったが、このような構造をいかに整合的にと
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表５ 国際経済関係、とくに貿易に注目した重層構造

Ａ．より進化した国際関係 現地進出による、①現地市場での生産・販売

「完全輸出代替型」

②現地から母国／第３国への販売

「企業内分業」

Ｂ．水平分業 「産業内貿易」のかなりの部分が入る

Ｃ．準水平（垂直）分業 工程間分業、技術格差貿易など

Ｄ．垂直分業（資源貿易もふくむ）



らえるかが国際貿易論で新しく問われているのである。

３．今後の展望

最後に日本の現実にもどって、今後のわが国の貿易および通商政策につ

いて考えてみよう。そのポイントは、おそらく対外関係において初めて、

日本の主体的な構想が求められているということであろう（31）。戦後の国

際経済への復帰、360円レートの設定、貿易・資本の自由化、石油危機、円

高対応、そして貿易摩擦の対応というように、基本的には国際経済への参

加であり、海外条件の変化への対応であり、また外国からの要求への対応

であった。これが1980年代一杯までの特徴であったが、90年代以降、日本

の貿易・対外関係は、このような受動的対応では済まされないと思われる。

それは、二つの側面をもつ。その第一は、国際競争力の再編成である。

あらゆる指標からみて、日本産業の国際競争力は、1980年代半ばをピーク

として下降しつつあることは否定できない。これが、いままでのように

“一人勝ち”状態の部分的侵食に留まっておればさして問題はないが、産

業の相当部分に広がる可能性がでてきていることが問題なのである。それ

はアジアの産業興隆によるもので、とくにアジアのなかでは、中国の台頭

が最も注目を要する点である。中国の製造業に従事している就業者は１億

人に達するといわれているが、今後も１次産業から２次産業への労働移動

は充分に可能であろうから、この人口・労働力が必要な資本と結合し、技

能を蓄積し、経営のノウハウを身に付けていったとき、その生産力の大き

さは目を見張るものがある。今後、５年以内に労働集約産業、10年以内に

重工業、20年以内に高度技術産業のキャッチアップがおこるという展望は、

やや楽観的にしても、決して途方もない夢物語ではない（32）。

その過程で日本にはどのような選択肢があるのか。国際的に比較優位の

産業をどのようにつくりあげることができるのか。1980年代までの日本産

業の強さは、主として在来産業のリインベンションの成功によるものであ

り、これにつづいて新興電子工業を組み込んだものであった。90年代に入
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ると、前者のうち労働集約型製品は労働コストの安さに圧迫されており、

また在来重化学工業の国産化がすすんで、日本の優位は崩れてきた。後者

は急速に新興工業国や中国に伝播し、彼らは世界の生産基地化する勢いで

ある。こうして、どのような産業群によって比較優位をもつことができる

のかが問われることになる。

第二は、通商政策、とくにアジアとの関係である。アジアとの関係に関

しては、現在のアジア・太平洋経済協力会議（APEC）を軸にさらに有機

的な通商関係の深化をはかること、すなわち世界の地域統合の動きのなか

でアジアの地域統合を積極的にすすめ、それに参画していくことは方向と

して明確になってきた。またそれと並行して、２国間の自由貿易協定のう

ごきもでてきた（33）。

これらは望ましい方向であろうが、それが転機にある日本の貿易を支え

ることになるのかどうかに関しては楽観ができない。これを分かりやすく

いえば、このような統合が、もし日本と規模的にも水準的にも同等かある

いはそれに近い国（国々）との間で成立すれば、貿易の相互交流のなかで

（いわゆる産業内分業の深化）日本の地位は低下することはないだろうが、残

念なことに水平分業といっても、“準”水平分業であり、“準”垂直分業

でもあるから、日本の輸入のみが増大していき、国内産業は少しずつ空洞

化する危険のほうが大きいのである。この展望のもとでは、企業はアジア

を国際分業のなかにくみこんで成長できるが、一国としては貿易黒字幅の

減少を覚悟しなければならない。

それでも日本としては、近隣諸国との結合を進めざるをえない。それは、

長い目でみて国家間の友好関係の安定によって、安全保障や繁栄の基盤を

確立するためである。ここで重要なことは、このような関係づくりは、経

済的な先進国はさまざまなコストを負担するということであって、その覚

悟ができているかどうかが問われているのである。戦後の国際貿易体制に

しても、欧州連合（EU）の結成においても、経済的強国は結局なんらか

の負担をして成立しているのであり、最近ではアジア金融・経済危機にお

いて、わが国が資金融通、資金供与などの供出において最大の貢献をした
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ことは、そのことを示しているのである。自由貿易地域の形成などの動き

が、なにか日本貿易をさらに拡大するかのように狭義に期待されるのだが、

そうではなくてもっと広義の国際関係安定のためにあるのだということを

よく認識しておくべきであろう。
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